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第１ 趣旨 

 

掛川市（以下「市」という。）と静岡労働局（以下「労働局」という。）は、市内における雇用

失業情勢の改善に連携して強力に取り組むため、平成 27 年 12 月 18 日「掛川市雇用対策協定」

（以下「協定」という。）を締結した。 

この協定に基づき、市、労働局及び掛川公共職業安定所は、市の講ずる地域経済活性化、雇用

創出その他の雇用に関する施策の実施と、労働局及び掛川公共職業安定所における職業紹介、雇

用保険、企業指導その他の雇用に関する施策が密接な連携のもとに円滑かつ効果的に実施される

よう「掛川市雇用対策協定に基づく事業計画」をまとめ、各施策に対する互いの理解を深める取

組を推進しつつ掛川地域の雇用情勢の改善に強力に取り組むこととする。



 

- 2 - 
 

第２ 雇用対策の推進 

 

 (1) 現状と課題 

掛川公共職業安定所管内における有効求人倍率は、リーマンショックに端を発する雇用情勢

の悪化により、平成 21 年度においては過去最低の 0.31 倍まで低下した。以降、上昇傾向とな

り、平成 30 年度に 1.55 倍とリーマンショック以前まで回復したが、令和元年度は米中貿易摩

擦の影響から有効求人倍率は 1.29 倍に低下、更に令和２年度に入ると新型コロナウイルス感染

症（以下「新型コロナ」という。）感染拡大防止による経済活動縮小の影響により、有効求人倍

率は１倍を下回る状況が続いていた。その後新型コロナによる厳しい状況が徐々に緩和される

中、製造業を中心とした求人数の増加と求職者の減少により、令和３年８月に１.02 倍に回復

した後、1.10 倍前後で推移してきたが、令和５年３月に 0.98 倍となった後、１倍を下回る状況

が続いている。原材料やエネルギー価格の高騰等を背景に先行きの不透明感等から、潜在的な

人材需要があっても実際の求人提出につながらない状況が続いている。 
このような状況の中、掛川市と労働局及び掛川公共職業安定所は、成長が期待される分野に

おける雇用機会の創出、人材確保及び人材育成に引き続き連携して対応することが重要である。 
 
 (2) 雇用の確保及び育成 

①静岡労働局が実施する業務 

   ・労働局と掛川公共職業安定所は、市の要請に基づき地域の労働市場の状況、求職者の動向、

地場賃金等の情報を提供する。 

   ・掛川公共職業安定所は、企業誘致等の情報提供を受け、求人が未提出の場合には求人開拓

を実施の上、求職者とのマッチングを行う。 

   ・労働局と掛川公共職業安定所は、企業に対して雇用関係助成金について周知を行う等によ

り人材確保を支援する。 
・労働局では「働き方改革」に向けたセミナーを実施し、働き方改革関連法を企業へ周知す

ると共に体制整備の助言を行う。 
②掛川市が実施する業務 

   ・市は、企業における労働市場情報のニーズや人材のニーズに関する情報を掛川公共職業安

定所へ提供する。 

   ・市は、雇用に関する各種施策について SNS 等を活用し市民へ周知する。 
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第３ 基本的施策 

 

１ 中小企業等に対する人材確保支援と働き方改革の推進 

(1)現状と課題 

 コロナ禍からの業況の回復や少子高齢化に伴う労働人口の減少により、中小企業を中心に

人手不足が生じていることから、市と労働局、掛川公共職業安定所が連携強化を図り、良質

人材を確保するために魅力ある企業づくりの支援と情報発信が必要である。また、良質人材

に選ばれる企業となるためには働き方改革への取り組み推進と支援も必要である。 

 

 (2)人材確保の支援と働き方改革の推進 

①連携して実施する業務 

・企業の人事担当者と高等学校の就職指導担当教諭との情報交換会 

・高校生に地元企業の魅力を発信するための企業説明会 

・地域の金融機関、商工会議所等と連携した人材確保支援 

   ②静岡労働局が実施する業務 

    ・地域の金融機関等と連携した事業所訪問 

    ・求人者支援員による個別求人開拓、求人要件緩和 

    ・担当者制による求人求職マッチング 

   ③掛川市が実施する業務 

    ・地域の魅力ある企業の情報発信 

    ・働き方改革への取り組み推進 

 

 

２ 若年者の就労促進及び自立支援対策の推進 

 

(1) 現状と課題 

令和６年３月新規学校卒業予定者を対象とした求人は、新型コロナ感染拡大前の求人数を上

回る状況であり、令和６年３月末現在の静岡県における令和６年３月高等学校卒業者の就職内

定率は 99.6%、掛川公共職業安定所管内における令和６年３月高等学校卒業者の就職内定率は

100.0%となっている。一方、新規高等学校卒業者の卒業後３年以内の早期離職率は 37.0%と高

止まりとなっている。 
このため市と労働局は、新卒者だけではなく若年者等への就職支援策並びに job tag を利用

した職業意識形成や職場定着のための各種支援策を関係機関と連携して実施するとともに、若

年求職者等に対し企業情報の提供を行う必要がある。 

 

(2) 新卒者等に対する就職支援 

  ①連携して実施する業務 

・企業の活力を維持・発展するために必要な人材の確保並びに就職希望生徒の地元企業へ

の就職活動が円滑に行われるように、企業の人事担当者と高等学校の就職指導担当教諭
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との情報交換会を開催する。 

・高校生の進路希望の選択が適切に行われるとともに、地元企業への就職や進学後のＵタ

ーン就職を促進するため、高校生を対象とした企業説明会を開催する。 

  ②静岡労働局が実施する業務 

・労働局と掛川公共職業安定所は、就職支援ナビゲーターによる新規学校卒業予定者への

job tag やオンライン相談等も活用した個別就職支援や求人開拓を実施する。 

・労働局と掛川公共職業安定所は、新卒者等への就職支援及び就労後の定着支援を行う。 

・労働局と掛川公共職業安定所は、ユースエール認定制度について普及拡大・情報発信を

強化することにより、人材確保に課題を抱える中堅・中小企業等と新卒者等のマッチン

グを行う。 

・労働局と掛川公共職業安定所は、インターンシップ受入企業の開拓を実施する。 

  ③掛川市が実施する業務   

・将来の地域社会と産業を担う若者の地元就職と進学後のＵターン就職を促進するため、

地元企業の担当者が市内の高校に集まり、自社の紹介や求める人材像等を説明するとと

もに地域産業への理解を深めてもらうことを目的とした校内企業説明会を開催する。 

・市・磐田労働基準監督署・掛川公共職業安定所・労働団体・商工団体等が一堂に会し、

地域の雇用・労働問題等について意見交換・協議をする場として労働問題懇話会を開催

する。 

 （3）若年者等に対する就職支援 

 ①連携して実施する業務 

・市、掛川公共職業安定所、商工会議所、商工会等により運営している小笠地区雇用対策

協議会は、中東遠地区商工会連絡協議会小笠支部との共催により、市、商工会議所、掛

川公共職業安定所等が連携協力しながら、一人でも多くの若者が地元企業の魅力を知り、

就職してもらうことを目的とした企業求人説明会を開催する。 

・「地域若者サポートステーションかけがわ」の事業運営に連携して協力する。 

・ニートやひきこもりなどの社会生活を円滑に営む上で困難を有する若者等に対して、関

係機関と連携し就労支援を行う。 

  ②静岡労働局が実施する業務 

・フリーターに対する支援を「若者ステップアッププログラム」として、掛川公共職業安

定所における正社員就職に向けた個別就職支援（job tag やオンライン相談等含む）、各

種助成金制度等の活用による就職支援、「地域若者サポートステーションかけがわ」と

の連携による就職支援及び若者への職業能力開発機会の提供（職業訓練制度等）を推進

する。 
・「地域若者サポートステーションかけがわ」は、掛川公共職業安定所において定期的に出

張相談会を開催し、若年未就労者が就労に向かえるように就労準備支援を行う。 

・労働局と掛川公共職業安定所は、「地域若者サポートステーションかけがわ」から誘導さ

れた、就労意欲・就労スキルが十分に身に付いた若年無業者や高校中退者等に対し、職

業訓練のあっせんや就職等の支援を行う。 

・ニートやひきこもりなどの社会生活を円滑に営む上で困難を有する若者や就職氷河期世
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代に対して就労支援を行うほか、就職氷河期世代を対象とした求人を開拓する。 

  ③掛川市が実施する業務 

        ・市は、広報かけがわ等を活用して「地域若者サポートステーションかけがわ」を積極的           

に周知し、若年未就労者や就職氷河期世代の利用の促進を図る。 

 

 

３ 高齢者の雇用対策の推進 

 

(1) 現状と課題 

  少子化・高齢化が急速に進行し、公的年金の支給開始年齢が 65 歳まで引き上げられ、また今

後、生産年齢人口の減少が見込まれる中で、働く意欲と能力を有する元気で活動的な高齢者が、

社会を支える存在として活躍することができる就労体制を築くことが重要な課題となっている。 

  令和３年４月からは 65 歳までの雇用確保（義務）に加え、70 歳までの定年引き上げ、定年

制の廃止、70 歳までの継続雇用制度の導入の他、創業支援等就業機会確保の措置を講ずること

が努力義務となった。働く意欲のある人が高齢期に不安を抱かずに安心して働けるようにする

ためには、65 歳を超えても第二の人生における職業（セカンドキャリア）として長年培ってき

た知識や経験を活かして就労できるよう、再就職の支援や自由に選択できる就業機会の提供に

向けた取組の推進が必要である。 

  このため、元気で活動的な高齢者が、社会を支える存在としてその能力を発揮し、健康で生

きがいを感じながら暮らしていける雇用の場の確保を目指す。 

 

(2) 高齢者の就職支援 

 ①連携して実施する業務 

    ・臨時的・短期的又は軽易な就業を希望する高齢者の受け皿として、公益社団法人掛川市

シルバー人材センターの活動を支援する。 

  ②静岡労働局が実施する業務 

    ・労働局と掛川公共職業安定所は、改正高年齢者雇用安定法の周知・啓発を引き続き実施

するとともに、各種団体と連携し、希望者全員が 65 歳まで働くことができる制度、さら

に、70 歳までの就業機会の確保及び年齢にかかわりなく働くことができる制度の導入促

進など、事業主に対する指導及び制度の浸透に取り組む。 

    ・労働局と掛川公共職業安定所は、高齢者の再就職支援の充実のため、「生涯現役支援窓口」

を活用したきめ細かな職業相談・紹介を行うとともに、各種助成金制度を活用した支援

を行う。 

③掛川市が実施する業務  

・高齢者就労促進事業を行う公益社団法人掛川市シルバー人材センターに対する助成を行

う。 
 

 

４ 子育て中の方の雇用対策の推進 



 

- 6 - 
 

 

(1) 現状と課題 

   我が国の女性の労働力率は、20 歳代後半から 30 歳代にかけて低下しており、結婚・出産・

子育てのためにやむを得ず離職する状況が見受けられる。出産等によりいったん離職するとそ

の後の就労は子育てしながらとなるため、パート・派遣労働が多く、正社員としての就労が困

難なことが多い。また、ひとり親家庭の父母等においては、就労に向けての十分な準備ができ

ないまま就労せざるを得ない場合もあり、非正規の不安定な就労形態が半数以上を占め、その

収入は一般家庭の５割に満たない水準に留まっていることから、就業を支援する「母子家庭等

自立支援給付事業」を実施している。 

 このため、継続的な職業キャリア形成、子育て中の方のニーズに対応した職業相談や求人確

保等のきめ細やかな支援を行うとともに、就業形態に応じた働きやすい環境整備や働き方の見

直しの普及・啓発及び能力開発に取り組む支援制度の周知等が必要である。 

 

(2) 子育て中の方の就職支援 

①連携して実施する業務 

ａ ワーク・ライフ・バランスの推進 

令和４年４月から、改正育児・介護休業法の施行により、育児休業を取得しやすい雇用

環境の整備や労働者に対する制度の個別周知・意向確認の義務化、子の出生直後の「産後

パパ育休」の創設等が段階的に施行された。誰もが仕事と育児・介護等の両立ができるよ

う改正育児・介護休業法を周知し、育児休業・育児短時間勤務制度等、両立支援制度の整

備を図るとともに制度を利用しやすい環境整備を促進する。また、仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）の実現に向けた社会的機運を醸成するため、セミナー等の開催、

企業の取組支援等を連携して実施するとともに、企業・団体への普及・拡大に向けて情報

を発信する。 

ｂ 女性の活躍の場づくりの推進 
労働者が性別により差別されることのないよう、男女の均等な待遇及び妊娠、出産、育

児休業等を理由とする不利益取扱いやハラスメントを受けることがない就業環境の整備を

図る。また、不妊治療と仕事の両立を支援するための休暇制度の導入などの不妊治療を受

けやすい職場環境の整備に向けて、連携して周知・啓発に取り組む。併せて、女性がその

個性と能力を十分に発揮できる環境を整備するため、多様な生き方、働き方を実現できる

よう周知・啓発に取り組む。 

②静岡労働局が実施する業務 

・労働局と掛川公共職業安定所は、子育て中の方の就職希望条件等のニーズを踏まえ、仕

事と子育ての両立に対応する求人の開拓等を行うとともに、職業相談・紹介を行う。 

・労働局と掛川公共職業安定所は、各種労働法の理解、保育所や子育て支援サービスに関

すること等、就職活動に役立つ情報の提供を行う。 

・労働局と掛川公共職業安定所は、関係機関が開催する再就職のための支援セミナー等の

情報を提供する。 

    ・掛川公共職業安定所は、定期的に子育て中の方のニーズに応えた求人情報を取りまとめ



 

- 7 - 
 

た求人情報一覧（紙媒体）を作成し、市へ提供する。 

・掛川公共職業安定所はひとり親家庭の母等の就職困難者を雇い入れる事業主に対して、

特定求職者雇用開発助成金の利用促進を図る。 
・掛川公共職業安定所は、「掛川市子育てにやさしい事業所認定事業」で認定された事業所

に対して求人票への認定ロゴマーク表記を推進する。 
・児童扶養手当受給者が児童扶養手当の「現況届」を提出する８月にあわせ、「出張ハロー

ワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」による出張相談を掛川市役所にて実施す

る。 
 

③掛川市が実施する業務 

・市は、市内事業所等へ専門家（社会保険労務士）を派遣し、経営側及び従業員からの相

談を受け付ける等、企業・事業所のワーク・ライフ・バランス実現の支援を行う。 

・市は、子育てと仕事の両立環境整備に積極的に取り組む事業所等を「子育てに優しい事

業所」として認定し、市ホームページや事業所通信の発行により情報発信するとともに、

就業規則がない従業員 10 人未満の事業所等を子育てに優しい事業所として登録し、ワ

ーク･ライフ･バランスに取り組む事業所等の裾野を広げ、充実強化を図る。 

・市は、男女共同参画講座及び研修会等を実施する。 

・市は、ひとり親家庭等の父母を対象に、就職に有利となる資格取得のための訓練を受講

した者、または修業中の者に対し、「母子家庭等自立支援給付金事業」を実施する。 

・市は、掛川公共職業安定所から提供のある求人情報一覧を市役所内及び付属施設内に置

いて配布、あるいはホームページへの情報提供等により、子育て中の方へ広く提供する。 

・家庭の外で働くことが困難な方や、働く意思と能力を持ちながら雇用の機会を得ること

のできない方などに内職を紹介する。また、ひとり親家庭等の父母への自立支援に取り

組む。 

 

 

５ 障がい者の雇用対策の推進 

 

(1) 現状と課題  

令和５年６月１日現在における掛川公共職業安定所管内における障害者雇用率は 2.20%であ

り、法定雇用率 2.3％、全国における障害者雇用率 2.33%と比べても低い。また、令和５年度に

おける掛川公共職業安定所管内における障害者雇用率未達成企業の割合は 42.7%で、約４割の

企業が未達成であり、全ての企業が雇用率を達成できるよう支援に取り組む必要がある。 
企業等の障がい者雇用を促進するためには、障がい者の雇用に対する理解を深め、障がい特

性に応じた受入体制を整えるとともに、採用後の定着支援が必要である。加えて、障がい者が

住み慣れた地域で自立した生活を実現するためには、関係機関と連携しながら、障がい特性に

応じたきめ細かな就労を支援する取組が必要である。 

このため、企業等が障がい者雇用への理解と認識を深め、障がいを有する求職者により多く

の雇用機会を提供することを目指す。 
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(2) 地域の障がい者就労支援の強化 

  ①連携して実施する業務 

    障がい者の雇用を推進するため、事業主や一般市民の理解を高めるとともに、障害者雇用

率制度の十分な周知と意識啓発及び指導を行う。 

  ②静岡労働局が実施する業務 

・労働局と掛川公共職業安定所は、障害者雇用率達成指導の厳正かつ計画的な訪問指導を

実施する。併せて、障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供義務、精神障害者

である短時間労働者の算定特例の延長、法定雇用率の引き上げ及び一部の短時間労働者

の雇用率への算定（令和６年４月施行）、除外率の引き下げ（令和７年４月施行）につい

て周知する。 

    ・労働局と掛川公共職業安定所は、各種助成金及び雇用支援策の周知を行うとともに、障

害者専用の求人の開拓を行う。 

・市が実施する障がい者就労支援事業と掛川公共職業安定所の雇用指導を連携して実施し、 

障害者雇用の拡大を図る。 

    ・掛川公共職業安定所は、障害者の特性やニーズを把握しつつ、職業相談・紹介を行うと

ともに、就職後の定着支援を行う。 

  ③掛川市が実施する業務 

    ・市は、働く意欲がありながら就労に至っていない障がい者の就労を支援する、障がい者

就労支援事業を実施する。 

     ※平成 30 年度より、従来の「掛川市障がい者新規就労 500 人サポート事業」の名称を変 

更して事業実施。 

・福祉政策係に配属される就労支援員を中心に掛川公共職業安定所と連携し、就労を希望

する障がい者に対し、伴走型の就労支援を行う。 

・企業等が障がい者理解を深め、障がい者雇用を促進する講演会を開催する。 

・障がい者雇用に関するリーフレット等の配付、広報紙やホームページへの情報の掲示を

行う。 

    ・市は、障害者優先調達推進法に基づく、障がい者就労施設等からの物品の購入、事業所

への業務委託を積極的に行い、障がい者の就労の場の確保・拡大を図る。 
    ・市役所における障がい者の雇用拡大に努める。   

 

(3)福祉との連携による就労支援 

  ①連携して実施する業務 

    ・福祉から雇用への移行を一層推進するため、福祉施設、特別支援学校との連携による的

確な支援により就職の実現を目指す。 

    ・障がい者の福祉から雇用への移行を支援するため、関係機関の担当者との顔がわかる日

常的な連携強化を図る。 
・障害者就業･生活支援センターや地域の関係機関との連携による就労支援の推進を図

る。 
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  ②静岡労働局が実施する業務 

    ・障がいの特性に応じた雇用支援を図るため、労働局と掛川公共職業安定所は、各種助成

金制度、ジョブコーチ支援等の活用を推進する。 

    ・掛川公共職業安定所は、特別支援学校生徒の実習について企業へ受入の依頼をする。 

  ③掛川市が実施する業務 

・障がい者の特性に応じた職場環境の調整を図るため、障害者相談支援事業所やジョブコ

ーチ等と連携して企業等からの相談に応じる。 

    ・市役所において、特別支援学校生徒の実習の受け入れができるよう、実習場所の確保に

努める。 

   

 (4)障がい者就職面接会の開催 

  ①連携して実施する業務 

    障がい者就職面接会を開催する。 

  ②静岡労働局が実施する業務 

    ・掛川公共職業安定所は、就職面接会等の企画・運営を行う。 

    ・掛川公共職業安定所は、障害者雇用率未達成企業に対し、就職面接会への参加勧奨を行

う。 

    ・掛川公共職業安定所は、障害者や支援機関へ就職面接会等の開催の案内を行う。 

  ③掛川市が実施する業務 

    ・市は、掛川公共職業安定所に協力して就職面接会の会場や駐車場の確保、協力人員の派

遣に努める。また、周辺市町に対し実施への協力を求める。 

    ・市は、掛川公共職業安定所と連携し、就職面接会への参加事業所の拡大を図る。 

    ・市は、掛川公共職業安定所と連携し、就職面接会の開催について、広報紙やホームペー

ジへの情報掲載のほか、様々な機会をとらえて開催案内を行い周知する。 

 

 

６ 生活困窮者の雇用対策の推進 

 

(1) 現状と課題 

   コロナ禍から平時に移行し、困窮者向けの支援策の多くが終了したこと等が要因とな

り、生活保護世帯数及び生活困窮者等が増加したことから、市と労働局、掛川公共職業安

定所が連携強化を図り、就労・生活支援事業等の雇用施策を迅速かつ効果的に取り組むこ

とで、一人でも多く就労へ移行し、自立した社会生活を実現する必要がある。 

 

(2) 生活保護受給者等就労自立促進事業  

  ①連携して実施する業務 

    生活保護受給者、児童扶養手当受給者、住居確保給付金受給者及び生活困窮者自立支援法

に基づく自立相談事業の支援を受けている生活困窮者等（以下「生活保護受給者等」とい

う。）を対象として、市と掛川公共職業安定所が事業目標や連携等に関する協定を締結し、
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生活保護受給者等の就職による経済的自立を図る。 

②静岡労働局が実施する業務 

    ・掛川公共職業安定所は、福祉事務所から就労支援の要請があった者に対し、福祉事務所

の職員や関係機関と連携を図りつつ、支援対象者に適格と思われる求人情報の提供、職

業紹介、職業訓練のあっせん、求人開拓、担当制によるチーム支援や、必要に応じた就

労後のフォローアップ等の支援を行う。 

    ・掛川公共職業安定所は、福祉事務所への巡回相談を実施し、ワンストップ型の就労支援

を行う。なお、支援対象者は生活保護受給者等のうち、就労による自立の可能性が見込

める者とする。 

・掛川公共職業安定所は事業主に対し、特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者等雇

用開発コース）の制度説明や就職後のハローワークからの雇用管理上必要な配慮に関す

る助言、事業所訪問等の支援策について説明し、求人開拓を行う。 

③掛川市が実施する業務 

    ・福祉事務所は、就労支援対象者の状況を総合的に把握し、掛川公共職業安定所、掛川市

社会福祉協議会への適切な誘導、就労意欲の喚起、その他必要な支援を行う。 

 

 (3)生活困窮者自立支援事業 

  ①連携して実施する業務 

    平成 27 年４月に施行された生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者の自立に向けた

包括的かつ継続的な支援等を行うため、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持できな

くなるおそれのある生活困窮者を対象として、市と労働局、掛川公共職業安定所が連携し、

早期支援の強化や就労による自立の支援を行う。 

②静岡労働局が実施する業務 

    ・市が実施する自立相談支援事業により、意欲・能力が向上した支援対象者に対し、掛川

公共職業安定所は、就労に向けた職業相談・紹介、求人情報の提供、職業訓練の相談・

情報提供及び特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者等雇用開発コース）の活用な

どの就労支援を行う。 

③掛川市が実施する業務 

 ・福祉事務所は、生活困窮者に対して経済的な問題、精神的な問題、家庭の問題、健康上

の問題などの総合的な相談を受け、適切な支援機関へ誘導する。また、複合的な課題を

抱える場合には支援に関する計画を策定して、掛川市社会福祉協議会へ委託し、各関係

機関への誘導により、相談支援や家計改善支援を受けるよう案内する。 

 ・福祉事務所は、住居を喪失した離職者等に対する就労・生活支援の相談や住居確保給付

金の支給、受給者への求職支援を行う。 

 (4)その他生活困窮者等への連携支援 

  ①連携して実施する業務 

    (2)、(3)のほか、掛川地域生活保護受給者等就労自立促進事業協議会の運営等により、生

活保護受給者等の安定的な就労機会の確保と生活再建を図るため、市と労働局、掛川公共職

業安定所の連携・協力・調整等を通じて地域の支援体制の強化を図る。 
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②静岡労働局が実施する業務 

 ・掛川公共職業安定所は、生活保護受給者等の安定的な就労機会の確保による生活再建を

図るため、掛川地域生活保護受給者等就労自立促進事業協議会を運営する。 
・掛川公共職業安定所は、物価高騰等で生活に困窮し住居を失うおそれのある者や日常生

活の維持が困難になっている者等であって、就労支援を必要としている者に対して、職

業訓練も活用した就労支援や、住居・生活等に関する相談支援を「すまい・生活・しご

と総合サポート（ハローワーク・ワンストップ窓口）」にて行う。 
③掛川市が実施する業務 

 ・掛川市社会福祉協議会が窓口となり、総合支援資金や緊急小口資金、臨時特例つなぎ資

金貸付に関する相談、支援誘導を行う。 

 

 

７ 新たな外国人労働者の受け入れに向けた連携の強化 

 

(1) 現状と課題 

少子高齢化による労働力人口の減少により、中小・小規模事業者をはじめ深刻化する人手不

足に対応することを目的として、生産性向上や国内人材の確保の取組を行ってもなお人材を確

保することが困難な状況にある産業上の分野において、一定の専門性・技能を有し即戦力とな

る外国人を受け入れていく仕組みが平成 31 年４月１日から構築され、運用が開始された。平成

30 年 12 月 25 日に閣議決定された特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針で

は、人材が不足している地域の状況に配慮し、外国人が大都市圏や特定の地域に過度に集中し

て就労しないよう必要な措置を講ずるよう努めることとされたところである。      

こうした状況を踏まえ、新たな外国人の受け入れに向け、外国人が暮らしやすく働きやすい

環境を創っていくことが非常に重要となる。そのためには、生活面での支援に加え労働面から

の支援も不可欠であり、市が実施する生活支援と労働局が実施する就職支援等を一体的に実施

することにより、外国人（市民）が安全で安心して暮らせる環境を整備することとする。 

 

 (2)外国人の生活支援と就労支援 

①静岡労働局が実施する業務 

・外国人雇用事業所に対する適正な雇用管理の確保を図るため、事業所訪問等による雇用

管理の状況確認、改善のための助言・援助を行う。また、労働条件確保のため、事業所

に対して指導監督を実施する。 

・外国人に対しては、専門相談員を配置し、通訳を活用した職業相談や、雇用関係に関す

る相談支援及び 13 か国語の電話通訳が可能な多言語コンタクトセンターや多言語音声

翻訳などによる支援を実施する。なお、外国人労働者からの労働条件確保についての相

談も実施する。 

 ・日本語能力や日本の労働法令・雇用慣行に関する知識等の不足により安定就職が困難な

定住外国人求職者について、外国人就労・定着支援研修の受講を勧めるとともに、修了

者の能力等を考慮した公的職業訓練等を積極的にあっせんし、安定的な就職及び職場定
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着支援を実施する。 
 ・ロシアによる軍事侵攻に伴い、ウクライナから掛川市に避難されたウクライナ避難民に

対する就労支援（求人開拓、職業紹介等）を行う。就労支援に当たっては、避難民の受

入れ情報や避難民への支援情報等の情報が必要であるため、掛川市と連携し必要な情報

を把握し就労支援を行う。 
 ②掛川市が実施する業務 

・外国人市民が日常生活に支障のないようにするため、外国人相談窓口を設置し、多言語

での生活相談等に対応する。 
・外国人市民が生活の中で円滑なコミュニケーションが図れるよう日本語教育や日本文化

の学習機会を提供する。 
・地域、企業、関係機関等との連携を強化し、受入体制や生活・教育環境の整備に努める。 
・外国人市民が安心して生活できる環境づくりを進めるとともに地域活動やまちづくりへ

の参画を促進する。 
・商工団体等と連携し、企業に対して外国人就労に関する情報提供を行う。 
・掛川公共職業安定所が実施する外国人就労・定着支援研修を支援する。 
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第４ 数値目標 

 

１ 中小企業等に対する人材確保支援と働き方改革の推進 
(1) 地元企業の人材確保の支援 

・求人者支援員による事業所訪問   200 件（※１） 
・未経験業種を知る会の参加者数  100 人（※１） 

・ミニ面接会参加者数       100 人（※１） 

・掛川市就職応援事業の登録企業数 100 社（※２） 
(2) 働き方改革の推進 

・働き方改革に関する情報の企業への周知  ５回（※２） 

２ 若年者の就労促進及び自立支援対策の推進 

(1) 新卒者、既卒者の就職支援 

・掛川公共職業安定所管内の高等学校の就職内定率  100％（※１） 

・フリーター正規雇用者数の割合          労働局設定値(71％以上)（※１） 
・校内企業説明会参加企業数            前年度実績以上(19 社)（※２） 

(2) 地域若者サポートステーションかけがわとの連携関係 

     ・相談件数  900 件（内：就職氷河期に端を発する無業者 200 件）（※２）  

・進路決定者 30 人（内：就職氷河期に端を発する無業者 10 人）（※２） 
３ 高齢者の雇用対策の推進 

(1) 高齢者の就職支援 

・高年齢者（60 歳以上）の就職件数  前年度実績以上(453 件)（※１） 

・シルバー人材センターの会員数    778 人（※２） 
４ 子育て中の方の雇用対策の推進 

(1) ワーク・ライフ・バランスの推進 

 ・社会保険労務士の支援回数及び子育てに優しい事業所認定数 １回及び３社（※２） 
(2) 女性の活躍の場づくりの推進 

    ・男女共同参画講座及び研修会等の実施件数  ２回（※２） 
(3) 子育て中の方への就職支援 

・母子家庭等自立支援給付金受給者数  ４人（※２） 
５ 障がい者の雇用対策の推進 

  (1) 障がい者に対する就職支援 

     ・障がい者の就職件数  前年度実績以上(185 件)（※１） 

(2) 地域の障がい者就労支援の強化 

     ・障がい者の就労定着率（６カ月以上） 64.0%（※２） 
(3) 福祉との連携による就労支援 

     ・福祉施設から一般就労移行者数  16 人（※２） 
(4) 障がい者就職面接会の開催 

  ・障がい者就職面接会の開催  ２回（※２） 

６ 生活困窮者の雇用対策の推進 

（※１）掛川公共職業安定所管内の数値 

（※２）掛川市の数値 

 



 

- 14 - 
 

  (1) 生活保護受給者等就労自立促進事業 

    ・生活保護受給者等の就職件数  労働局設定値(48 件)（※１） 

    ・支援対象者及び就職件数    40 人及び 20 件（※２） 

(2) 生活困窮者自立支援事業 

  ・就職件数  20 件（※２） 

(3) その他生活困窮者等への連携支援 

    ・相談件数  200 件（※２） 

７ 新たな外国人労働者の受け入れに向けた連携の強化 

   (1) 外国人の生活支援と就労支援 

   ・事業所訪問等による雇用管理の状況確認、改善のための助言・援助の実施件数 
 労働局設定値(22 件)（※１） 

    ・日本語教室の参加者数  100 人（※２） 
 



実施事業 指標 目標値 実績 達成率 事業計画 指標 目標値

・企業と高校との情報交換会
・高校生のための企業説明会の実施
・未内定者への個別求人開拓の実施
・インターンシップ職場体験事業所一
覧の作成

高卒就職内定率 100% 100% 100%

・企業と高校との情報交換会
・高校生のための企業説明会の実施
・未内定者への個別求人開拓の実施
・インターンシップ職場体験事業所一
覧の作成

高卒就職内定率 100%

若者ステップアッププログラムに基づ
く就労支援や各種助成金の活用及びワ
ンストップサービス事業（通称ジョブ
カフェ）との連携

就職したフリー
ターの正規雇用割
合

労働局設定値
（65%）

61% 94%

若者ステップアッププログラムに基づ
く就労支援や各種助成金の活用及びワ
ンストップサービス事業（通称ジョブ
カフェ）との連携

フリーターの正規
雇用者数（34歳以
下）の割合

労働局設定値
（71%）

・高校生の校内企業説明会の開
催
・労働問題懇話会の開催

校内企業説明会
参加企業数

前年度実績以上
（19社）

19社 100%
・高校生の校内企業説明会の開
催
・労働問題懇話会の開催

校内企業説明会
参加企業数

前年度実績以上

相談件数
900件（内：就職
氷河期世代200

件）

362件
（111件） 40% 相談件数

900件（内：就職
氷河期世代200

件）

進路決定者数
30名（内：就職氷
河期世代10名）

12名
（0名） 40% 進路決定者数

30名（内：就職氷
河期世代10名）

「生涯現役支援窓口」を活用したきめ
細やかな職業相談、紹介を行うととも
に、各種助成金制度等を活用した支援
を行う

高年齢者(60歳以
上)の就職件数(全
数)

前年度実績以上
(477人)

453人 95%

「生涯現役支援窓口」を活用したきめ
細やかな職業相談、紹介を行うととも
に、各種助成金制度等を活用した支援
を行う

高年齢者(60歳以
上)の就職件数(全
数)

前年度実績以上
(453人)

ハローワーク

高齢者就労促進事業を行う公益
社団法人掛川市シルバー人材セ
ンターに対する助成

会員数 763人 601人 79%
高齢者就労促進事業を行う公益
社団法人掛川市シルバー人材セ
ンターに対する助成

会員数 778人 長寿推進課

ワーク・ライフ・バランス
の推進（就業形態等労働条
件や環境整備の促進・企
業、団体への普及、拡大の
情報発信）

・子育てと仕事の両立環境整備を支援
・子育てと仕事の両立環境整備に積極
的に取り組む事業所等を「子育てに優
しい事業所」として認定

・社会保険労務士
の支援回数
・事業所認定数

1回
3社

1回
4社（申
請中）

100%

・子育てと仕事の両立環境整備を支援
・子育てと仕事の両立環境整備に積極
的に取り組む事業所等を「子育てに優
しい事業所」として認定

・社会保険労務士
の支援回数
・事業所認定数

1回
3社

こども政策課

女性の活躍の場づくりの推
進（男女の均等な取扱及び
多様な働き方に関する周
知・啓発）

男女共同参画講座及び研修会等
の実施

講座及び研修会等
の実施件数

２回 １回 50%
男女共同参画講座及び研修会等
の実施

講座及び研修会等
の実施件数

２回 企画政策課

子育て中の方への就職
支援（内職の紹介、父
母の自立支援）

母子家庭等自立支援給付金の給
付

受給者数 ２人 ３人 150%
母子家庭等自立支援給付金の給
付

受給者数 ４人 こども希望課

障がい者に対する就職
支援

・専門窓口とチーム支援による
きめ細やかな職業相談
・障がい者就職面接会の実施

障がい者の就職件
数

前年度実績以上
(184件)

185件 101%
・専門窓口とチーム支援による
きめ細やかな職業相談
・障がい者就職面接会の実施

障がい者の就職件
数

前年度実績以上
(185件)

ハローワーク

地域の障がい者就労支
援の強化（障害者雇用
率制度の周知、指導）

障がい者就労支援事業の体制を強化
し、障がいのある方が就労を希望する
ことを支援し、就職後の定着支援を実
施し、障がいのある方の生活の向上と
自立を支援を促進する

障がいのある方が
６か月以上継続し
て就労している定
着率

63.0% 64.7% 103%

障がいのある方の就労支援を行う。ま
た、企業等からの相談や就労定着に向
けた支援を行い、障がいのある方の生
活の向上と自立を支援する

障がいのある方が
６ヶ月以上継続し
て就労している定
着率

64.0%

雇用・福祉・教育の連携
による就労支援（福祉、
教育から雇用への移行を
推進）

第６期東遠地域広域障害福祉計
画に基づき、福祉施設から一般
就労への移行を支援する

福祉施設から一般
就労移行者数

16人 6人 38%
第７期東遠地域広域障害福祉計
画に基づき、福祉施設から一般
就労への移行を支援する

福祉施設から一般
就労移行者数

16人

障がい者就職面接会の
開催

就労支援講演会を開催する 講演会参加人数 70人 68人 97%
ハローワークと協力し、障がい
者就職面接会を開催する

開催回数 ２回

新卒者、既卒者に対す
る就職支援

高齢者の雇用対
策の推進

地域若者サポートステーション
かけがわの支援

福祉課

2

3

4 7,8
障がい者の雇用
対策の推進

5 高齢者の就職支援

子育て中の方の
雇用対策の推進

5,6

担当

掛川市雇用対策協定に基づく令和５年度事業評価及び令和６年度事業計画

若年者の就労促
進及び自立支援
対策の推進

ハローワーク

4

令和５年度 令和６年度
ページ 推進施策

若年者等に対する就職
支援

地域若者サポートステーション
かけがわの支援

基本的施策

1

3

産業労働政策課



実施事業 指標 目標値 実績 達成率 事業計画 指標 目標値
担当

令和５年度 令和６年度
ページ 推進施策基本的施策

・各市福祉事務所等と連携して生活保
護受給者等に対する就労支援を実施
・各市福祉事務所との調整会議や巡回
相談の実施

生活保護受給者等
の就職件数

労働局設定値
（46件）

40件 87%

・各市福祉事務所等と連携して生活保
護受給者等に対する就労支援を実施
・各市福祉事務所との調整会議や巡回
相談の実施

生活保護受給者等
の就職件数

労働局設定値
（48件）

ハローワーク

支援対象者数
(労働力類型)

45人 39人 87%
支援対象者数
(労働力類型)

40人

就職件数 20件 20件 100% 就職件数 20件

生活困窮者自立支援事業
（早期支援の強化、就労
による自立支援）

自立相談支援事業、家計改善支援
事業、一時生活支援事業、住居確
保給付金事業等を行うことで生活
困窮世帯の自立促進を図る

就職件数
(支援終了)

18件 19件 106%

自立相談支援事業、家計改善支援
事業、一時生活支援事業、住居確
保給付金事業等を行うことで生活
困窮世帯の自立促進を図る

就職件数
(支援終了)

20件

その他生活困窮者等への
連携支援（関係機関連携
による支援体制の強化）

社会福祉協議会等と連携し、生
活困窮者等を支援する

相談件数
(就労支援)

250件 124件 50%
社会福祉協議会等と連携し、生
活困窮者等を支援する

相談件数
(就労支援)

200件

外国人雇用状況の届出に基づく
指導及び援助

実施件数
労働局設定値
（20件）

29件 145%
外国人雇用状況の届出に基づく
指導及び援助

実施件数
労働局設定値
（22件）

ハローワーク

日本語学習及び日本社会・文
化・歴史への理解の促進と支援

日本語教室の参加
者数

100人 73人 73%
日本語学習及び日本社会・文
化・歴史への理解の促進と支援

日本語教室の参加
者数

100人 企画政策課

求人者支援員によ
る事業所訪問

120社 142社 118%
求人者支援員によ
る事業所訪問

200件

未経験業種を知る
会の参加者数

100人 105人 105%
未経験業種を知る
会の参加者数

100人

地元企業見学会の
参加者数

50人 1人 2%
ミニ面接会参加者
数

100人

掛川市就職応援事
業の登録企業数

50社 ９社 18%
「カケジョブ」の
登録企業数

100社

働き方改革の推進
良質人材に選ばれる企業となる
ための働き方改革への取り組み
推進と支援

働き方改革に関す
る情報の企業への
周知

３回 ５回 166%
良質人材に選ばれる企業となる
ための働き方改革への取り組み
推進と支援

働き方改革に関す
る情報の企業への
周知

５回

ハローワーク

7

中小企業等に対
する人材確保支
援と働き方改革
の推進

11,12

地元企業の人材確保の
支援

良質人材を確保するための魅力
ある企業づくりへの支援と情報
発信

良質人材を確保するための魅力
ある企業づくりへの支援と情報
発信

産業労働政策課

・稼働年齢にある生活保護受給者
等に対し、ハローワークと連携し
就労の支援
・月に１度市役所にて支援対象者
（生活保護受給者のみ）、ハロー
ワーク及び福祉事務所の３者によ
る就労相談を実施

福祉課

・稼働年齢にある生活保護受給者
等に対し、ハローワークと連携し
就労の支援
・月に１度市役所にて支援対象者
（生活保護受給者のみ）、ハロー
ワーク及び福祉事務所の３者によ
る就労相談を実施

生活困窮者の雇
用対策の推進

外国人の生活支援と就
労支援

10,11

新たな外国人労
働者の受け入れ
に向けた連携の
強化

5

6

9,10

生活保護受給者等就労
自立促進事業


